
（単位　：千円）

株主資本

利益剰余金

その他利益
剰余金

繰
越
利
益

剰
余
金

　前　期　末　残　高 200,000 133,496 0 133,496 75,875 6,228,915 6,304,790 6,638,287 6,638,287

　剰余金の配当 0 △ 116,512 △ 116,512 △ 116,512 △ 116,512

　当期純利益 0 0 416,091 416,091 416,091 416,091

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（総額）

△ 100,000 0 100,000 100,000 0 0 0 0 0

　当期変動額合計 △ 100,000 0 100,000 100,000 0 299,579 299,579 299,579 299,579

　当　期　末　残　高 100,000 133,496 100,000 233,496 75,875 6,528,495 6,604,370 6,937,867 6,937,867
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個別注記表 
 

 

１． 重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ア．その他有価証券 

     ・時価のないもの             移動平均法による原価法を採用しております。 

   イ．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・ 未成工事支出金         個別法による原価法を採用しております。 

・ 見積物件支出金         個別法による原価法を採用しております。 

・ 貯蔵品               個別法による原価法を採用しております。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ア．有形固定資産  定率法によっております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）及び 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法を採用しております。 

 

   イ．無形固定資産  定額法によっております。 

 

（３）引当金の計上基準 

   ア．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去 3 年間

の貸倒実績率を考慮して、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

   イ．賞与引当金  従業員賞与の支給に備えて将来の支給見込額のうち当期の負担額を計

上しております。 

 

   ウ．完成工事補償引当金       工事引渡後の将来の瑕疵に対する費用に備えるため、個別に瑕疵が見

込まれる場合は、見積額を計上し、個別案件がない場合は、過去１年間

の引渡し済売上高に対し、過去３年間の補償工事実績率による算定額

を計上しております。但し、補償工事実績率は、1/1000 を下限としており

ます。 

 

    エ．工事損失引当金          工事契約について、工事原価総額が工事収益総額を超過する可能性

が高く、かつ、その金額を合理的に見積もる事ができる場合、その超過

すると見込まれる額(工事損失)が 5 百万円を超える案件については、当

該工事契約に関して既に計上された損益の額を控除した残額を工事損

失引当金として計上しております。 

 

オ．退職給付引当金          従業員への退職給付に備えるため、３年以上勤務した直接雇用者の期

末自己都合要支給額を計上しております。 

 

（４）その他計算書類作成のための基本となる事項 

   ア．完成工事高の計上基準      工事収益・工事原価並びに工事進捗度合を合理的に見積もることが可

能な案件で、請負金額が 100 百万円以上かつ期末時点での工事進捗率

が 20％以上の工事、請負金額が 1,000 百万円以上の工事は進捗率に

かかわらず、工事進行基準を採用しております。その他の工事について

は工事完成基準を採用しております。 

 

イ．消費税等の会計処理方法 税抜方式により処理しております。 

 

（５）会計方針の変更 

変更はありません。 



                        

 

 

２．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１） 発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末の 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度の 

 株式数（千株） 株式数（千株） 株式数（千株） 株式数（千株） 

普通株式 4 - - 4 

   自己株式及び新株予約権について、記載事項はありません。 

 

 

（２） 配当金に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 

株式の

種類 

配当の

原資 

配当金の

総額 

（千円） 

1 株あたり 

配当額

（円） 
基準日 

効力発生日 

（配当支払日） 

2021 年 10 月 29 日 

臨時株主総会 

普通 

株式 

利益 

剰余金 
116,512 29,128 202１年 3 月 31 日 

2021 年 11 月 15 日 
(2021 年 11 月 15 日) 

 

② 基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  2022 年 6 月 30 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案して

おります。 

  配当金の総額             291,263   千円 

  1 株あたりの配当額           72,815.75  円 

   基準日                   2022 年 3 月 31 日 

      効力発生日（配当支払日）   2022 年 7 月 15 日 

    なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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